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東京都 吸収・除去系カーボンクレジット創出促進事業
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■ 本資料の流れ

実証事業内容  –概要について-

会社概要  –事業紹介/最新TOPIXについて-

現時点の成果＆今後の展望  –取り組み状況の共有-

Appendix –バイオ炭・カーボンファーミング概要-



3

会社概要  –事業紹介/最新TOPIXについて-
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■ VISION

生命の力で、地球を救う

地球規模での温暖化により、台風・大雨・洪水により、日々、人間・動

物・植物（動植物）が住みにくい世界が作られています。 技術革新に

より、歯止めをかけようとしても、未だ解決策が見えない大きな問題に

僕たちはもともと持っている生命の力を最大限に活用することで、もと

あった住みやすい地球に戻していきたいと考えています。人だけが住み

やすい世界ではなく、世界中のあらゆる生命が住みやすく共存し合う世

界を創造していきたいと思います。

Save the earth with the power of nature
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■ 会社概要

会社名：Green Carbon株式会社（Green Carbon,inc.）

本社 ：東京都港区赤坂5-2-33 IsaI AKASAKA

代表者：代表取締役 大北 潤

設立 ：2019年12月

支社 ：オーストラリア、フィリピン、ベトナム、（タイ・インド）

営業所：北陸営業所、北海道営業所

資本金：3億29万円

事業概要：
カーボンクレジット創出・販売事業、農業関連事業、環境関連事業

その他関連する事業及びコンサルティング

主要株主：
住信SBIネット銀行株式会社、SMBCベンチャーキャピタル株式会社

三菱UFJキャピタル株式会社、芙蓉総合リース株式会社 など
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■ 事業内容について

国内外でカーボンクレジットの創出・販売

を支援しており、水田・森林保全・バイオ

炭・牛のゲップ削減・カーボンファーミン

グ・マングローブ・植林プロジェクトでク

レジットを創出。また、生物（植物・微生

物）の研究を国内外の大学・研究機関と実

施。その他にも上場企業向けにESGコンサルティング

事業を展開。

事業内容

カーボン
クレジット
創出販売支援

生物のデザイン
（R＆D）

ESG
コンサルティング
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■ 事業展開領域

9カ国
以上
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■ 採択助成金・補助金一覧

JETRO・JICA・東京都などから累計10億円の補助金・助成金を受ける

JETRO
グローバルサウス未来志向型
共創等事業（大型実証）

東京都
吸収・除去系カーボンク
レジット創出促進事業

JETRO
日ASEANにおける
アジアDX促進事業

東京都
グリーンスタートアップ採択
ソーシャルXプログラム採択

JICA
中小企業・SDGs
ビジネス支援事業

JAXA
衛星利用に関する
データ利用研究

JICA
オープンイノベーション

TSUBASA

東京都中小企業振興公社
ものづくり補助金グロー

バル型
第8次

交付金額：8.6億円 交付金額：4千万円 現物支給：2千万円 交付金額：2千万円

交付金額：4千万円 交付金額：2千万円 交付金額：1.5千万円
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■ TV露出/CM放送

掲
載
メ
デ
ィ
ア

◆TBSテレビ SDGs Week

◆BS-TBS Future Earth/トレンドクリップ

◆テレビ東京「 World Business Sateraite (WBS)」

◆テレビ東京「カンブリア宮殿」

◆テレビ東京「神アプリ日本」特集

◆北陸放送「MRO」

◆タクシーサイネージ「GLOWTH」 etc

テレビ東京WBS

（World Business Sateraite）
テレビ東京「カンブリア宮殿」 タクシーサイネージ「GLOWTH」News ＢＳ日テレ枠のＣＭ放送
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■ 受賞採択実績＆自治体連携事例

受賞・採択実績

◆東京都 2023年

◆愛媛県 2024年

◆奈良県 2024年

◆ホクレン農業協同組合連合会（北海道）2024年

◆那須塩原市（栃木県）2022年

◆深谷市（埼玉県）2023年

◆浜松市（静岡県）2024年

◆香取市（千葉県）2024年 etc

自治体連携事例

◆J-starxシンガポールインドネシアコース採択 2023年
◆東京都主催グリーンスタートアッププログラム採択 2023年
◆サステナブルファイナンス大賞大賞受賞 2023年
◆Get in the ring osakaライト級チャンピョン 2023年
◆MUFG ICJ Food×Tech 最多4賞受賞 2024年
◆埼玉県深谷市主催Deep Valey Agritech Award 最優秀賞受賞 2023年
◆東京都主催Social X Accelerationファイナリスト 2024年
◆FRONTIER TOKYO for start up ファイナリスト 2024年
◆みずほFG×Google Cloud共催 Inovation Todayファイナリスト 2024年
◆奈良県オープンイノベーション連携採択 2024年 etc
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■ 創出可能クレジット（国内）

2023年度（初年度）実績：日本初・最大規模 2024年度（2年度目）実績：最大規模

約40,000haの水田農家と契約し、

約100,000tのクレジットを創出予定

2025年度実績：日本初プログラム型登録

家畜の糞尿処理

J-クレジット

認証機関：J-クレジット

創出クレジット：約7,000t（予定）

※プロジェクト登録予定
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実証事業内容
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■ プロジェクト概要（バイオ炭・農地貯留PJ）

【実証地】
バイオ炭PJ

農地貯留PJ

Green Carbon

収益分配

クレジット販売

PJへの協力 ノウハウ提供

※クレジット申請

※登録作業代行

東京都の実証地を活用し、除去系（バイオ炭・農地貯留(カーボンファーミング)）のクレジット創出プロジェクトを実施。

創出したクレジットを、東京都内の企業に販売し、東京都内の農家に収益を還元。東京都自体の脱炭素化を促進。

※創出するクレジットは「J-クレジット、ボランタリークレジット」を想定

東京都

東京都企業

※J-クレジット

※ボランタリー

※JCM

※農家と収益を分配

脱炭素化の還元

東京都実証地
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■ 本実証におけるゴールイメージ

東京都で吸収・除去系クレジットの創出実績（第1号）を創出。創出したクレジットを活用した脱炭素モデルを作ることで、

日本全域においても初の事例を創出することになる。農家への収益還元や、脱炭素企業の活性化にも繋がる。

東京都脱炭素モデルの構築
（カーボンオフセット・カーボンニュートラル）

GreenCarbon

吸収・除去系クレジット
※バイオ炭
※カーボンファーミング

実証事業(クレジット創出) 脱炭素モデルの構築（クレジットの活用） ノウハウを横展・全国展開
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■ 本実証実験の成果指標

KPI① 東京都（実証先）の確保とバイオ炭クレジットの創出 種別 クレジット創出量 単位 量(t)/割合(％)

KPIの概要、測定方法

東京都には約6410haの約73.8％が畑作（5019ha）、耕作放棄地（3045ha）合計約8064haのクレジット創出対象地域があ
る。初年度（令和6年度）に関しては約100ha程度でバイオ炭クレジットを創出。創出量は約100t程度。創出したクレジッ
トを東京都の企業、東京都が購入しオフセット活用事例を創出。次年度（令和7年度）1000haでのバイオ炭クレジット（約
1000t）の創出を想定。
クレジット販売金額に換算すると初年度は300万円（100t×30,000円/t）、次年度は3000万円。
※出典：農林水産省

KPI②
東京都（実証先）の確保と農地貯留（カーボンファーミング）クレジッ
トの創出
実証地での炭素貯留量計測、ボランタリークレジットのPJ登録

種別
貯留量計測実施
PJ登録の実績
クレジット創出

単位 実績

KPIの概要、測定方法

東京都には約6410haの約73.8％が畑作（5019ha）、耕作放棄地（3045ha）合計約8064haのクレジット創出対象地域があ
る。初年度（令和6年度）に関しては農地貯留を活用しクレジット創出が可能かをPoC。10～100haの畑、休耕地、荒廃地
を活用し、炭素貯留量を計測。炭素貯留が可能であれば、次年度（令和7年度）に約100ha程度で農地貯留によるクレジット
を創出。創出量は約500t程度。創出したクレジットを東京都の企業、東京都が購入しオフセット活用事例を創出。
クレジット販売金額に換算すると次年度は250万円（500t×5,000円/t）炭素貯留量計測のPoC、PJ登録に向けた動きを2年
で遂行。
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■ スケジュール・マイルストーン

フェーズ❶

マイルストーン2025年4月

フェーズ➋

マイルストーン2025年12月～2026年1月

・バイオ炭施用実証農地の選定と確保

・バイオ炭の購入先の選定

・実証地で炭素貯留量の計測

・カーボンファーミング実証農地の選定

・農地でバイオ炭クレジットの創出

※最大1,000t程度の創出を想定

・実証地で炭素貯留量の計測

・ボランタリークレジットの登録

・100ha程度でのクレジット創出

※500t程度を想定

バイオ炭

農地貯留
（カーボンファーミング）



事務局
ボストン コンサルティンググループ 合同会社

吉見 俊哉眞鍋 ゆめこ

クレジット創出チーム
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窓口・全体PM

井家 良輔

■ 実施体制（想定）

委託先
Green Carbon株式会社

バイオ炭仕入れ先企業
関西産業

土居 海斗横山 治生

野村 佑大中尾 圭太

東京農業大学
（炭素貯留量計測先）

農家
八王子・世田谷・練馬

農業法人

クレジット購入先企業
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■ プロジェクト詳細

事業テーマ 東京都におけるバイオ炭と農地貯留を活用したクレジット創出PJ

実証事業の領域 1.農業

ビジネスモデル
事業スキーム

脱炭素に取り組む企業から資金を提供いただき、GHG削減プロジェクトを世界中の農地で組成。クレジット開発ノウハウと資金を提供し、

クレジット販売から発生した利益を農家とシェアするビジネスモデル。国内はJ-クレジットを取り扱い、海外はボランタリークレジット、

JCM（2国間クレジット）を活用。※ビジネスモデルは資料最後の図を参照ください。

実証内容
詳細

東京都の実証地を活用し、除去系（バイオ炭・農地貯留(カーボンファーミング)）のクレジット創出プロジェクトを実施。創出したクレ

ジットを、東京都内の企業に販売し、東京都内の農家に収益を還元。東京都自体の脱炭素化を促進。※創出するクレジットは「J-クレ

ジット、ボランタリークレジット」を想定。Green Carbon独自の農家ネットワークやノウハウを活用することで最大化が可能。かつバイ

オ炭、農地貯留ともにクレジット創出ノウハウ、実績を最大限活用

目指すゴール
東京都内での吸収・除去系クレジットの創出実績の確保と、農家への収益還元、創出したクレジットの活用による東京都の脱炭素モデル
の構築を目指す。モデルを構築することにより、東京都を中心とした関東近郊への横展開が可能。東京都をグローバルに引けを取らない
脱炭素シティに作り変えます。

クレジット創出に向けた
課題の解決策

①実証地の確保と、②創出したクレジットの購入先・活用方法が課題と認識。①の解決策として、Green Carbonが保有する農家ネット
ワークと稲作コンソーシアムの600社を超える会員内での実証地の確保が望める点と、企業チャネルを活用し、東京都の実証地を確保でき
ると踏んでいる。②の解決策として、Green Carbonの創出したクレジットの販売実績がある企業への販売が検討可能。また、東京都がイ
ベントや商品、施設のカーボンニュートラル化に活用できるとストーリーが綺麗だと考える。※販売実績は補足資料を参照ください。

本取り組みにおける
社会インパクト

東京都で吸収・除去系クレジットの創出実績（第1号）を創出。創出したクレジットを東京都が活用し脱炭素モデルを作ることで、日本全
域においても初の事例を創出することになる。農家への収益還元や、脱炭素企業の活性化にも繋がる。
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現時点の成果と今後の展望



実証成果の報告

20
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■ 現時点での取り組み状況：概要

東京都内の実証地確保は確定し、大学研究機関との契約についても進行中。

カーボンファーミングのサンプリングは完了し、土壌成分について検証。

バイオ炭は東京都の農地で散布予定。

開始時期 終了予定時期 タスク ステータス

分類 詳細
対応状況

2024年9月1日 2026年3月 実証事業開始 採択9月1日 完了

2024年9月 2024年10月末 実証地確保 実証先地域（東京都）の確保 完了 世田谷農家候補確定

2024年9月 2024年10月末 実証地確保 JA立川経由での実証地確保 完了 八王子、三鷹農家候補

2024年9月 2024年10月末 実証地確保 バイオ炭プラント設置場所の確保 未着手 設置不可能と判断。バイオ炭購入に変更

2024年10月末 2025年3月末 バイオ炭確保 バイオ炭の確保、入手ルート策定 実施中
入手先を選定中⇒関西産業で進めている。購入時期
は4月。

2024年9月 2025年1月末 連携先交渉 大学研究機関との連携に向けた調整 実施中
東京農業大学とバイオ炭の共同研究の契約を手続き。
契約時期は1月末。

2024年10月 2025年11月
実証（カーボンファーミン
グ）

炭素貯留量の計測 実施中
11月から開始、12月までに貯留量計測
⇒土壌サンプリング終了して、緑肥生育中。稲作コ
ンソーシアムの農家

2024年12月 2025年3月末
実証（カーボンファーミン
グ）

カーボンファーミングの実証開始 実施中 播種＆サンプリング同時並行で進めている。
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■ バイオ炭プロジェクト：成果報告

バイオ炭に関しては、実証農地先の選定と東京都やJA経由でコネクションを持てた点。

バイオ炭の購入先（仕入れ先）が選定できた点。

選定農地：八王子農家 バイオ炭購入先：関西産業
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■ バイオ炭プロジェクト：実証事業を通して浮かび上がった課題

①プラントの設置場所/費用面の課題、②農地でのバイオ炭散布の課題が挙げられる。

もみ殻を一括に集めて炭化させるためにプラントを、東京

以外のエリアの場合、カントリーエレベーターやライスセ

ンターの横に併設するが、東京では該当場所がなくプラン

ト設置が困難だと判断した点。

①プラントの設置場所/費用面の課題 ②農地でのバイオ炭散布の課題

連携企業の協力を頂き、購入バイオ炭の置き場所の確保を予定

していたが、置き場所の確保がうまくいかず、運搬部分におけ

る課題があった点。

※カントリーエレベーター、ライスセンター ※バイオ炭置き場イメージ
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■ バイオ炭プロジェクト：今後の障壁となる懸念

農家のバイオ炭自体の認知不足

バイオ炭の製造コスト

バイオ炭の効果に関する
エビデンス不足

バイオ炭の販売価格の設定

バイオ炭自体の認知も勿論、バイオ炭を散布することにより

J-クレジットを創出し副収入を得られる事を知らない。

バイオ炭を散布することにより土壌改良、農薬削減に寄与するが、

論文データや数値的データがまだ既出されていない。

今後の拡大を考えると、大容量のバイオ炭の製造が必要だが、大
容量製造プラントがない。製造量が多いプラントは高価なため、
コスト設計も課題となる。

バイオ炭は土壌改良剤として農家に販売し費用設計するが、販売価格は
バイオ炭の効果に依存するため、より明確な効果が必要となる。農家側
のバイオ炭施用による効果、施用に必要なコストや労力等も明らかにし
ていく必要がある。
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■ バイオ炭プロジェクト：本実証による持続可能な実証モデルとは？

東京都で吸収・除去系クレジットの創出実績（第1号）を創出。創出したクレジットを活用した脱炭素モデルを作ることで、

日本全域においても初の事例を創出することになる。農家への収益還元や、脱炭素企業の活性化にも繋がる。

東京都脱炭素モデルの構築
（カーボンオフセット・カーボンニュートラル）

GreenCarbon

吸収・除去系クレジット
※バイオ炭
※カーボンファーミング

実証事業(クレジット創出) 脱炭素モデルの構築（クレジットの活用） ノウハウを横展・全国展開



今後の展望について
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■ バイオ炭プロジェクト：課題の解決策と事業の発展性について

◆課題をどのような方向性で解決していきながら、事業をどう発展させていくか

⇒実証を通して、土壌サンプリングや収量調査により効果を確認。
⇒プラント会社やステークホルダーとの関係性構築。
⇒農家は副収入取得に興味を示しているので、その部分を訴求したコミュニケーションを取る。また、
バイオ炭散布による効果やメリットも訴求する事で、賛同農家を増やしていく。

◆実証ではどのようなエビデンスの確立を目指しているのか、
その先でどのようにクレジット創出を拡大していく見立てなのか

⇒バイオ炭施用による土壌や収量への影響
作物の栽培スケジュールに合わせて、土壌や収量への影響を確認していくため、その結果をもとに設計。

⇒クレジット創出に関しては、審査の中で確認項目を設計
順次審査機関による審査を行うため、その中でクレジット創出に必要な書類や情報をより明確化してい
き、農家数を拡大する際にスムーズにデータ収集が行えるように設計を行う。
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■ 今後の展開：クレジット創出の拡大について

本事業で先ずは、東京都内でのバイオ炭施用及び効果検証を進め、J-クレジットへの登録、クレジッ

ト化という実績づくり、エビデンスの確立を目指す。同時並行でカーボンファーミングの実証地を

選定し、炭素貯留量の計測を実施。効果検証および、東京都でのクレジット化の可能性を目指す。

上記の実績を通し、そのモデルを東京都・全国で横展開していく形を目指している。

開始時期 終了予定時期 タスク ステータス

分類 詳細
対応状況

2025年3月 2025年4月～10月 実証（カーボンファーミング） 炭素貯留量の計測 未着手 実証に向け対応中

2025年5月 2025年6月以降 実証（バイオ炭） J-クレジットへのプロジェクト登録 未着手 実証に向け対応中

2025年3月 2025年5月末 実証（バイオ炭） バイオ炭の施用 未着手 実証に向け対応中



2
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Appendix：バイオ炭・カーボンファーミング（農地貯留）
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■ 方法論：バイオ炭の農地施用（AG-004）

もみ殻・木材などを燃焼することでバイオ炭を生成し、バイオ炭を農地に撒くことで炭素貯留。

バイオ炭生成する設備が重要。

バイオ炭の施用
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■ バイオ炭とは

もみ殻・木材などのバイオマスを酸素のない状態の350℃超で加熱して作られる

固形物（バイオ炭）を農地に撒くことで土壌に炭素貯留。

もみ殻

木片

原料(例)

燃焼・分解 放出

固定

炭化

350℃超の
無酸素状態で加熱

差分が
クレジット

製紙汚泥
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■ バイオ炭施用によるメリット・デメリット

＜メリット＞

・土壌改良剤として使用することで、土壌状態の改善（有機物、PH、栄養分）

・バイオ炭が微生物のすみかとなり、微生物の増加

・バイオ炭がスポンジのような役割を行うことで、養分の調整

（土壌内の養分が少ないときに、土壌に放出）

→土壌状況の改善、収量増加されたという結果も

＜デメリット＞

・施用しすぎると、土壌PHが高くなりすぎて（アルカリ）、農作物への悪影響に。



■ バイオ炭クレジットスキームイメージ

33

もみ殻

木片

プラント
土壌改良材

融雪剤

J-クレジット

原料(例) 生成 散布 クレジット

バイオ炭クレジット創出フローは、もみ殻などを原料としてプラントでバイオ炭を生成し、

農地に施用することでクレジット発行が可能。



■ クレジット創出量
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各原料によるクレジット創出量は表の通り。（プラント燃料や輸送により変更あり）

販売されたクレジットの収益をお戻し。（一部Green Carbonの手数料）

種類/原料 炭素含有率 炭素残存率 クレジット創出量(t)

白炭 0.77 0.89 2.51

黒炭 0.77 0.89 2.51

オガ炭 0.77 0.89 2.51

粉炭 0.77 0.89 2.51

竹炭 0.778 0.8 2.28

家畜糞尿由来 0.38 0.65 0.91

木材由来 0.77 0.65 1.84

草本由来 0.65 0.65 1.55

もみ殻・稲わら由来 0.49 0.65 1.17

木の実由来 0.74 0.65 1.76

製紙汚泥・下水汚泥由来 0.35 0.65 0.83

もみ殻

木片

原料(例)

＜バイオ炭1tからできるクレジット創出量＞ ※最大値

クレジット単価
(円/t)

5,000円～10,000円
（想定）

※プラント使用・輸送による排出で減る可能性あり



■ 展開イメージ例
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企業

設備の導入

データ提出 クレジット販売

申請 クレジット承認

プラント

概要説明

クレジット申請・審査、クレジット販売はGreen Carbonで実施。

プラント設置/運営費用が高価であり、自治体様やJA様でのプラント設置についても協議中。

農家様

クレジット活用

自治体

JA

バイオ炭の
提供/販売
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2025年内にクレジット創出予定。（現在審査手続き進行中）

過去2年以内に施用した、これから施用予定の方は一緒に申請可能の可能性があるため、ご相談下さい。

プロジェクト概要

➢ 認証機関：J-クレジット

➢ PJ概要：東京都吸収除去系クレジット創出の補助金を活用

➢ 原料：もみ殻、製紙汚泥、木材等

➢ 実施地域：全国

➢ 実施規模：約50ha

➢ プロジェクト開始時期：2024年～

➢ クレジット創出時期：2025年～

➢ 目標クレジット創出量：約100t-CO2e /年

■ 国内バイオ炭PJ
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■ Green Carbon社の「カーボンファーミング」クレジット取得状況

J-クレジット、JCMは新規方法論策定予定。ボランタリーはPJ組成予定。

新規方法論策定予定 PJ組成予定 方法論新規策定予定



■ カーボンファーミングの定義

土壌の大気中のCO2を農地土壌に取り込み、土壌有機炭素量を向上させ

温室効果ガスの排出削減を目指す農法。

38出典: 農林水産省「農林水産分野における温暖化対策農地による炭素貯留について」



■ 全体スキーム（案）
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カーボンファーミングの
実証

種苗会社

・カバークロップの提供
・緑肥活用のノウハウ展開

研究機関様（大学な
ど）

・実測方法モニタリングのご支援
(・実験結果の文書化)

畑作農家 稲作農家

・事業全体統括
・実証圃場の提供
・新規方法論の策定

補助事業を通して、種苗会社様・研究機関様と連携させていただき、実際の農家様の圃場での実証を想定。

研究機関様には、実証方法・測定/実測方法・文書化等をご相談させていただきたいです。



■ カーボンファーミング（土壌有機炭素）に関する実証状況

J-クレジット創出推進事業にて北海道での農地貯留実験を実施中。

東南アジアで農業分野における知見が深いSEARCAと、各国での農地貯留プロジェクト実施中。

PJ組成後、投資家を集める予定。



■ カーボンファーミング事例（海外）

海外では、既にプロジェクトが複数組成されており、

海外におけるボランタリークレジットの（Verra）の方法論[VM0042]で認証されている。

41

出典: VNV Advisory [Sustainable Agriculture in India]より
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■ 参考：土壌有機炭素蓄積量の測定（Verra - VM0042）

既存の農地管理施策に一つ以上の新しい変更(緑肥施用を含む)を導入することによる

土壌有機炭素蓄積量の変化量からクレジット創出を目指す、海外の方法論。

⇒ベースラインシナリオとの比較を行い、土壌の炭素貯蓄量増加
かつ農地管理全体におけるCO2/CH4/N2O純排出量の減少を図る。
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